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特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム 

2024年度第7回常任委員会 議事録 

 

1. 日時： 2025年3月14日 (金)  14:00～16:10 

 

2. 場所：東京都千代田区麹町3－6－5麹町GN安田ビル4階JPF事務局会議室（Web会議併用） 

 

3. 出席者の確認 

常任委員総数10名のうち、常任委員会の成立要件である3分の2以上の出席を満たしている

旨の報告がなされ、本会の成立を確認した。 

常任委員 

NGOユニット ： 上島安裕（共同代表理事） 

NGOユニット ： 野際紗綾子 

経  済  界 ： 井川紀道 

経  済  界 ： エディ操（オンライン） 

経  済  界 ： 金原主幸 

学識経験者 ： 桑名恵（オンライン）（オンライン不通時は、議長へ委任） 

学識経験者 ： 堀場明子 

外  務  省 ： 岩上憲三 

共同代表理事 ： 秋元義孝 

事 務 局 長 ： 亀田和明 

 

オブザーバー 

監 事： 田中英隆（オンライン） 

NGOユニット（GNJP）： 河合裕司（オンライン） 

 

議長は、ジャパン・プラットフォーム常任委員会規約第3条3項に基づき、事務局長が議長

を務めることを確認した。 

 

4. 審議事項  

(1) 第一号議案：2024年度第6回常任委員会議事録（案）の承認 

審議の結果、全会一致で承認した。 

 

(2) 第二号議案：2025年度事業計画(案)の承認 

事務局より、事業全体の活動計画、国内支援事業計画、事務局活動概要の説明がなされ

た。 

審議の結果、以下の内容を全会一致で承認した。 

ただし、海外支援事業計画は、事業計画作成時点において政府当初予算が確定していな

いため、確定後に各プログラムの重点項目等をNGOと協議し、5月の常任委員会及び理事

会までに取りまとめることを報告した。 

また、修正が必要な個所については、適宜対応し、海外支援事業計画と合わせて、5月の

常任委員会及び理事会にて審議することとした。 
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≪事業全体の活動計画≫ 

① 2024年度は、事業審査プロセスを全面的に見直し、より迅速に対応できるよう、改革

に着手した。この改革により、これまで以上に迅速な支援の開始が可能となった。

2025年度も引き続き迅速な対応を継続すると同時に、成果の検証、NGOによる効果的

な緊急人道支援活動がなされるよう改善を図る。 

② 設立25周年を迎える2025年度は、改めてJPFをご支援いただいた多くの皆さま方に感

謝を表明し、改革の手を緩めることなくNGOの活動をサポートしていく。 

 

≪国内人道支援計画≫ 

（全体方針） 

① 重要課題である、能登半島における地震や水害被災者への支援を継続して行ってい

く。 

② 近年頻発する長期的な雨季（梅雨前線と台風）による水害等に対する迅速な災害対

応準備を重要事項とする。 

③ 加盟団体、JVOAD（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク）などこれまでに培

われた民間支援者のネットワークを活用するとともに、被災地の行政機関との密接

な連携を強化し、現地の状況に関する情報を的確に収集する体制を整備する。 

（新規災害対応） 

① 迅速な出動を可能とするため、活動資金に加え、災害時に精度の高い現地支援ニー

ズを得るための情報提供元を確保する。 

② 支援の手が届かず、取り残される被災者をできる限り少なくすることを目指す。 

（実施プロブラムについて） 

① 能登半島地震被災者支援、休眠預金事業を含めた計6プログラムにおいて事業を実施

する。 

≪事務局活動計画≫ 

（全体方針） 

① 2025年度は、JPFの支援の意義や支援事業の在り方を見直し、国内外の多くの人々に

迅速且つ効果的な支援を届けるというJPFの本来の役割を果たすことを目標とし、事

務局内における改革を進める。 

② 企業や関係組織との連携をこれまで以上に強固なものとするため、渉外広報活動へ

の積極的な投資を継続する。 

（主な取組概要） 

① 案件審査迅速化の検証と継続 

② 民間寄付拡大のための取組み 

③ 認知度向上のための広報強化（25周年広報） 

④ DX推進による事務局業務体制効率化とガバナンス強化 

⑤ 人材基盤と財政基盤の強化 

 

(3) 第三号議案：ガイドラインの改定 

事務局より、2025年2月19日に実施したガイドライン委員会での協議について報告がなさ

れた。ガイドライン改定のポイントとして大きく分けて3つ『不服の申し出』、『日当・宿

泊費、人件費の JPF 基準上限額』、『月報等の提出日統一ほか、文言修正』について説明

がなされた。 
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審議の結果、「第19条 不服申し出」の条項を除いた改定に全会一致で承認した。 

ガイドライン「第19条 不服申し出」については、引き続き議論を行うこととした。 

 

(4) 第四号議案：事業審査委員の選任 

事業審査委員選任の審議がなされ、審議の結果、以下6名の事業審査委員の選任を全会一

致で承認した。 

任期：2025年4月1日から2027年3月31日 

秋元義孝（宮内庁 御用掛（前宮内庁式部官長）） 

上島安裕（一般社団法人 ピースボート災害支援センター 理事/事務局長） 

桑名恵 （近畿大学国際学部 教授） 

金原主幸（一般社団法人KKアソシエイツ 代表理事） 

岩上憲三（外務省国際協力局 NGO協力推進室長） 

亀田和明（特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム 事務局長） 

 

5. 協議事項  

(1) プログラム戦略会議の報告 

プログラム戦略会議の報告について、常任委員会において決定することは求められてい

ないが、重要案件のため説明を行い、委員から意見聴取を行った。 

事務局から、プログラム戦略会議において、2025年度の当初予算について議論した内容

を報告し、2025年度当初予算の方向性を示した。予算のチャレンジ枠の増額、予算配分に

おいては、JPF加盟団体の実績を重視する方針を説明した。また、複数年プログラムにつ

いて、紛争が終結していることを基準とするなど、統一した指標を導入することを報告

した。 

上島委員から、状況共有会やアンケートを通じてNGOの意見を収集し、それを基に、プ

ログラム戦略会議で議論を進めてきたことについての説明がなされた。NGOからは、JPF

加盟団体の活動実績を重視する意見、緊急準備金予算の減額に関する意見があったとの

報告がなされた。緊急準備金は、増額してから1年程度しか経過していないことや、緊

急準備金の一部を充当すべき事業について協議を重ねる必要があることから、プログラ

ム戦略会議として、2025年度の緊急準備金は予算変更をせず進めていくべきだと提案し

た。 

また、複数年にわたる事業については、単年プログラムでは支援の現地化が困難になる

懸念が報告された。現地情勢の継続的な安定を条件として、長期の視点でプログラムが

立案できるよう「複数年プログラム」の提案についても説明がなされた。 

協議の結果、本委員会での意見を参考に、引き続きプログラム戦略会議等において、議論

を継続し、案を仕上げていくこととした。 

 

(2) 常任委員候補者について 

常任委員の任期満了に伴い、常任委員会において、候補者を決定することは求められて

いないが、理事会における選任に先駆け、現委員の意見聴取を行った。秋元共同代表理

事から両共同代表理事及びJPF事務局長が取りまとめた新常任委員候補者2人について、

今後、議論を活性化させ、常任委員会をパワーアップするためにも常任委員会メンバー

を見直し、新たな委員を迎え入れることの必要性について説明がなされた。 

理事会へ付議する常任委員会候補は以下の通り。 

≪常任委員候補者≫任期：2025年4月1日から2027年3月31日 
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秋元義孝（宮内庁 御用掛（前宮内庁式部官長）） 

井川紀道（くにうみアセットマネジメント株式会社 取締役） 

 上島安裕（一般社団法人 ピースボート災害支援センター 理事/事務局長） 

（新） 勝又英子（公益財団法人日本国際交流センター コーファウンダー＆フェロー） 

  金原主幸（一般社団法人KKアソシエイツ 代表理事） 

  桑名恵（近畿大学国際学部 教授） 

（新） 古城佳子（青山学院大学国際政治経済学部 教授） 

  岩上憲三（外務省国際協力局 NGO協力推進室長） 

  野際紗綾子（特定非営利活動法人難民を助ける会  

     支援事業部マネージャ―/アドボカシーマネージャー） 

  亀田和明（特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム 事務局長） 

 

(3) 委員会統合についての提案 

資産管理委員会と常任委員会の統合について、常任委員会において決定することは求め

られていないが、理事会での審議に先駆け、現委員の意見聴取を行った。秋元共同代表

理事より資産管理委員会設置の経緯、同委員会を廃止して、事業計画や活動予算を常任

委員会で審議すべき理由について説明がなされた。 

事務局から資産管理委員会と常任委員会の比較、前者を廃止してその役割を後者に戻す

場合の規定の変更についての説明がなされた。 

 

6. 報告事項 

(1)2024年度JQAN活動報告 

JQANから2024年度活動として「啓発・提言活動」「普及活動」「人材育成活動」を中心に報

告がなされた。2025年度計画案において、支援活動の質の向上を目指し、活動すること

を目的に、「スフィア基準の適切な理解に向け注力すること」「国内外の支援に関わる人

材・団体の能力向上」「最新情報の提供」「JQAN体制の更新」について説明がなされた。 

2024年度における主な活動は以下の通り。 

 

≪啓発・提言活動≫ 

JVOAD会員向け勉強会企画 

最新の国際基準について、その動向と把握を日本関係者へ紹介 

「人道支援の必須基準 Core Humanitarian Standard of Quality and Accountability」 

第2版の公開直後に内容の解説セミナーを開催し、翻訳・監修を開始した。8月に日本

語訳をサイトにて公開した。 

Global Sphere Focal Point Meeting等各種会合への参加、及び日本の事例共有し、帰国

後、出張報告会を開催した。 

≪普及活動≫ 

研修開催 

（スフィア研修・PSEAH研修・CHS取組状況モニタリング・コンプライアンス勉強会） 

≪人材育成≫ 

QAトレーナーのJQAN活動への参画 

自主活動への支援 
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(2)2025年度予算案の報告 

事務局から先に行われた資産管理委員会において、2025年度収支予算案が承認され、理

事会に上申することについて報告がなされた。 

事務局から、事業活動収入総額36億400万円の想定、事業活動支出総額36億9,000万円を

計画していることの説明がなされた。支出が収入を上回る要因について、2025年度助成

金支出として予定している支援事業の財源が、前年度に収入として計上した補助金であ

ることの説明がなされた。また、事務局運営費は、総額3.9億円の収入を想定し、支出3.87

億円を計画ししていることの説明がなされた。運営費支出予算へ、①関係団体との戦略

的連携及びその業務委託、②2025年度職員待遇、③渉外広報取組みへの投資、以上3点を

反映したことを説明した。 

なお、予算案作成時点では政府当初予算が確定されていないため、政府当初予算30億円

想定での予算であることを追加説明した。 

 

(3)事務局の新体制について 

事務局より、事務局内の体制変更について報告がなされた。変更内容は以下の通り。 

≪変更内容≫ 

① 事業推進部・事業評価部・事業管理部の統合し、「海外事業部」とする。 

② 海外事業部の強化、部長職負担軽減として「海外事業部副部長職」の設置 

③ 部門横断課題解決、ガバナンス、コンプライアンス強化を目的とした「経営企画室」

の設置 

④ BCPの一環として東北事務所をサテライトオフィスとして使用 

⑤ 地域事業部を「国内事業部」へ名称変更 

 

(4)旅費規程（日当含む）改定 

事務局より、外国旅費規程及び内国旅費規程の改定について、JPFガイドライン改定との

整合性を取りながら、一般企業の水準等を参考に改定を行ったことについて説明がなさ

れた。また、事務局長決裁により事務局内で修正を行い、両共同代表理事確認したこと

を報告した。 

 

(5)事業資金執行状況報告（書面報告） 

2024年度の財源ごとの執行状況について報告した。 

 

(6)民間収入報告及び広報の取り組みについて（書面報告） 

事務局より民間寄付及び会費の実績、主な事業特定寄付実績、賛助会員への入退会企業、

及び複数のイベント等について書面で報告がなされた。 

【民間寄付・会費実績/2024年4月～2025年2月】()内は前年同期比 

正会員     11,500千円(117.3%) 

賛助会員   19,825千円(109.7%) 

一般寄付   21,895千円(116.8%)〈新規マンスリー会員開始初年度以降最大〉 

緊急災害支援基金  21,253千円(105.9%) 

事業特定寄付 183,491千円(14.1%) 

実績合計  262,136千円(19.3%) 

【WPSフォーカルポイント・ネットワーク会合でのJPF主催サイドイベント】 
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2025年2月4日～6日参議院会館（東京）にて開催 

東京で開催された女性・平和・安全保障（WPS）フォーカルポイント・ネットワーク会合

のサイドイベントをJPFが主催した。100名以上の申し込みがあり、活発な意見交換が行

われた。 

【緊急人道支援学会でのラウンドテープル】 

2025年2月1日早稲田大学キャンパスにて開催 

広報手段に動画を活用しているNGOが集い、動画広報の有効性、人権配慮などを議論する

ラウンドテーブルのファシリテーターを務めた。 

【企業-NGO連携ミートアップ】 

2025年2月26日大手町TKPにて開催 

企業とNGOの連携促進のため、企業を対象に2回目の意見交換会を開催した。対面での開

催に50名が集まり、連携事例の発表、グループディスカッション等を行い、今後の災害

支援について連携を深めた。来期も継続して開催予定であることを報告した。 

【修学旅行企画について連携NGOと協議】 

2025年3月17日～3月18日JPF東京事務所にて開催 

全国の中学校、高校に対してNGOの活動を講演する企画が5年目を迎えた。延べ12,000人

に対する公園を行った。今後、海外修学旅行先において、現地で活動するNGOの話を聞く

企画を展開予定である。今期において東南アジアと東欧での実施を計画している。 

 

(7)財務状況の報告（書面報告） 

2025年2月末時点の財務状況、並びに収支について書面で報告した。 

 

7. 次回以降の常任委員会開催日時と会場について 

2025年度第1回常任委員会：2025年5月23日（金）麹町GN安田ビル4F会議室 

2025年度第2回常任委員会：2025年7月25日（金）麹町GN安田ビル4F会議室 

2025年度第3回常任委員会：2025年9月26日（金）麹町GN安田ビル4F会議室 


